
いては酸素中毒の発現を抑えるためのエア・ブレイクが
できないうえ，減圧障害の標準治療圧である2.8ATA
まで加圧できない機種も多く存在する。

第1種装置を用いた減圧障害の治療については第
51回日本高気圧環境・潜水医学会学術総会パネルディ
スカッション「減圧障害に対する第1種装置での治療
の位置づけ」で討議がなされ，（1）第1種装置がエア・ブ
レイク可能であれば，軽症からバイタルが安定してい
る重症まで対応が可能である。（2）第1種装置がエア・
ブレイクできない場合は，応急治療として安定化を図
り，標準治療ができる施設と連携する。（3）治療経験
の少ない施設が第1種装置で再圧治療を実施する場
合は，経験のある専門医から助言を得ることを推奨す
る。これらの指針のもと，第 1 種装置を減圧障害の
治療に有効に用いることを可能にすべく高気圧酸素治
療安全基準を見直すことこととなった1）。

以上の経緯を受けこの度本学会内に減圧障害対策
委員会が立ち上げられた。

本委員会の最終目的は我が国の実状に合わせた高
気圧（潜水）障害の診断・治療ガイドラインの策定であ
るが，併せて治療施設が高気圧障害に実際に対応で
きるように当該委員会が支援を行う。医療機関対象に
助言や資料を提供し，第1種装置の有効活用ができる
ように施設間の連携を推進して地域の治療ネットワー
ク構築に貢献するのが委員会の主たる活動となる。

減圧症とその他の高気圧障害との鑑別に苦慮する
ことが多いため，症例登録は対象を広く高気圧障害
の範囲から始め，それぞれの医療機関の受け入れ状
況に応じて症例の登録項目や方法を設定してゆき段
階的に進めるのが望ましい。

参考文献
1） 池田知純: 減圧障害に対する第1種装置での治療の

位置づけ：総括. 日本高気圧環境・潜水医学会雑誌. 
2017, 52（3）, 122-124.
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減圧症の症例登録をする上で大きな課題がある。
まず第1には減圧障害の診断基準が確立していない

ことである。CT やMRI 検査などでの評価は限定的
であり，血管内の気泡は必ずしも発症に関与せず，ま
た気泡がないことをもって減圧症の否定はできない。
その他にも診断に決定的な検査はない。そのため，（1）
潜水と発症のタイミング，（2）症状や所見，（3）不活性ガス

（空気の場合窒素）の負荷状況により，総括して判断
されているのが現状であり，その過程は診断経験のあ
る専門医でなければ難しいことが多く，その専門医で
さえも急性期であれば再圧治療により直ちに症状が改
善することから診断的治療となる場合も少なくない。

第2には潜水医学を専門とする医師が極めて少ない
ことである。我が国の大学医学部及び卒後の潜水医
学教育はごく一部に限定されており，更には，職業潜
水の安全にかかわる規則として高気圧作業安全衛生
規則があるが，これを適切に解釈するための産業医
研修会は実施されていない。そのような背景の中，減
圧障害を治療している施設は限られており，大部分の
高気圧酸素治療施設における減圧障害治療経験は乏
しく，実際には治療受け入れをしない施設が多い。

一方，発症した減圧障害を受け入れる施設として，
重症まで対応できかつ長時間となる再圧治療には第2
種装置による治療が最適であるが，全国に40施設程
度で地域によって偏りがあり，第1種装置による治療
に頼らざるを得ない地域がある。更に第1種装置につ
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